
１　総括
 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） １　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、令和２年４月１日現在の人数である。

(３) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

庄原市のラスパイレス指数の推移（一般行政職）

※全国市平均は政令指定都市を除いた数値

    （注） １  ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、

　　学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職給料表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

２　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した

　　地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）

　　　　　 　　により算出。）

　　　　　 ３　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　　　　 ※　令和3年4月1日現在のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②3年連続で上昇している場合、

　　③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

庄原市の給与・定員管理等について

区　分 住民基本台帳人口 歳出額　 実質収支 人件費 人件費率 （参考）

（3年1月1日） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ 　　　　　Ｂ／Ａ　　　 元年度の人件費率

2年度
人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

34,208 35,432,888 493,284 3,972,751 11.2% 13.0

区  分 職員数 給与費 一人当たり給与費 類似団体平均

千円 千円

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ

2,493,206 5,692

Ｂ／Ａ 一人当たり給与費

2年度
人 千円 千円 千円 千円

5,825

区　　分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

438 1,579,058 286,575 627,573

庄　原　市 96.9 97.2 97.3 96.7

類似団体平均 97.7 97.5 97.6 97.5

全国市平均※ 99.1 98.9 98.9 98.8
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(４) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①　給料表の見直し

[ ]

実施内容(平均引下げ率、実施(実施予定)時期、経過措置の有無等具体的な内容(未実施の場合には、その理由))

（給料表の改定実施時期）　　平成27年４月１日

②　その他の見直し内容

(５) 特記事項

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和３年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

【概要】国の給与制度の見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し
等に取り組むとされている。

実施 未実施

(内容）　行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。激減緩和のため経過措置（現給保障）
を実施。
　他の給料表（医療職（一）給料表を除く）については、行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

　管理職特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成27年４月１日実施）

なし

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

(国比較ベース)

庄原市 42.2 314,754 388,691 338,510

広島県 43.6 332,493 413,360 371,271

国 43.0 325,827 - 407,153

類似団体 42.3 314,815 371,896 341,141

区分

公　　務　　員 民　　　　　間 参考

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額

(A)
平均給与月額
(国比較ベース)

対応する民間
の類似職種

平均年齢
平均給与月額

(B)
A/B

庄原市
歳 人 円 円 円 歳 円

56.1 8 321,838 346,863 328,663 調理士 46.0 240,500 1.44

国
歳 人 円 円 円

50.9 2,201 286,947 328,603 - - －

人 円 円 円

- -

－51.6 14 314,011 338,441 326,411 - - -

区分

参　　　　考

年収ベース（試算値）の比較

公務員
（C）

民間
（D)

C/D

類似団体
歳

庄原市
(技能労務職)

円 円

5,763,956 3,191,200 1.81

(注) １　「平均給料月額」とは、令和３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

２  「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を

　合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていない

　ことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

３　民間データは、賃金センサスにおいて公表されている広島県分のデータを使用している。（平成29～令和元年の３ヶ年平均）

４　年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支

　　給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

５　公務員においては臨時・非常勤等正規職員を含んでいないが、賃金構造基本調査は一定の条件のもとでアルバイト等非正規社員

　も含んでいる。また、技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態、平均経験年数等の点において、

　完全に一致しているものではない。
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(2) 職員の初任給の状況（令和３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和３年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（令和３年４月１日現在）

（注） １　庄原市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

区　　　分 庄　　　　原　　　　市 広　　　島　　　県 国

一般行政職 大　学　卒 182,200 191,254 182,200

高　校　卒 154,900 157,116 150,600

技能労務職 高　校　卒 154,900 - -

医師・歯科医師 大　学　卒 455,700 - -

薬剤師 大　学　卒 196,500 - -

看護師 短 大 ３ 卒 215,200 - -

介護福祉士 短 大 ２ 卒 175,500 - -

区　　　         分 経験年数10年以上15年未満 経験年数15年以上20年未満 　　経験年数20年以上25年未満　　　 　　経験年数25年以上30年未満　　　

一般行政職 大　学　卒 265,371 302,370 352,048 381,631

高　校　卒 241,367 274,067 322,400 363,993

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比 1号給の給料月額 最高号給の給料月額

１　　級 定型的又は補助的な業務を行う主事・技師
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

21 5.8 146,100 247,600

２　　級 知識又は経験を必要とする業務を行う主事・技師
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

40 11.0 195,500 304,200

３　　級 主任主事・主任技師
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

104 28.6 231,500 350,000

４　　級 主任
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

74 20.4 264,200 381,000

５　　級 係長・専門員
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

80 22.0 289,700 393,000

６　　級 課長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

38 10.5 319,200 410,200

７　　級 部長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

6 1.7 362,900 444,900

計
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

363 100.0 - -

１級

5.8%
１級

5.7%

１級
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（2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（庄原市）

（3) 昇給への人事評価の活用状況（庄原市）

イ．人事評価を活用している

活用している昇給区分

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

ロ．人事評価を活用していない

活用予定時期

　

令和3年4月2日から令和4年4月1日
までにおける運用

管理職員 一般職員

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

○ ○

令和４年度 令和４年度

　昇給日（１月１日）前の１年間に、病気休暇や欠勤などの日数が一定の日数を超えた職員、又は処分を受けた職員に
ついては、その休暇等の日数や処分内容に応じて昇給号数を減じたり、あるいは昇給しないこととしています。
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４　職員の手当の状況
（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（2年度支給割合） （2年度支給割合） （2年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）　（庄原市）

イ．人事評価を活用している

活用している成績率

上位、標準、下位の成績率

上位、標準の成績率

標準、下位の成績率

標準の成績率のみ（一律）

ロ．人事評価を活用していない

活用予定時期

（2) 退職手当（令和３年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置　　未実施 定年前早期退職特例措置　　2～45%加算

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）　 １　退職手当については、広島県市町総合事務組合退職手当支給条例に基づき支給されています。

　　　　 ２　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当（令和３年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

庄　　　　　　原　　　　　市 広　　　　　島　　　　　県 国

１人当たり平均支給額（2年度） １人当たり平均支給額（2年度） －

1,517 1,647

2.55 1.90 2.55 1.90 2.55 1.90

1.45 0.90 1.45 0.90 1.45 0.90

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算5～15％ 役職加算5～20％、管理職加算5～25％ 役職加算5～20％、管理職加算10～25％

令和３年度中における運用 管理職員 一般職員

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

○ ○

令和４年度 令和４年度

　基準日（６月１日及び12月１日）以前の６か月間に、病気休暇や欠勤などの日数が一定の日数を超えた職員、又は処
分を受けた職員については、その日数や処分内容に応じて、勤勉手当の支給割合を減じています。

庄　　　　　　　　　　　原　　　　　　　　　　　市 国

（支給率）　　　　　　　　自己都合　　　応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合　   　 応募認定・定年

19.66950 24.586875 19.66950 24.586875

28.03950 33.270750 28.03950 33.270750

39.75750 47.709000 39.75750 47.709000

47.70900 47.709000 47.70900 47.709000

14,465

支給実績（2年度決算） 556

支給職員１人当たり平均支給年額（2年度決算） 278

支給対象地域 支給率(2年度) 支給対象職員数(2年度) 国の制度（支給率）

広島市 10 2 10
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 (4) 特殊勤務手当（令和３年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　

 (6) その他の手当（令和３年４月１日現在）

・配偶者 6,500円

・子 10,000円

・その他 6,500円

・満15歳に達する日後の最初の４月１日から －

満22歳に達する日以後の最初の３月31日

までの子 5,000円加算

○月額16,000円を超える家賃を支払っている

　職員

(1) 家賃27,000円以下の場合

家賃の月額－16,000円

(2) 家賃27,000円を超える場合

11,000円＋（家賃の月額－27,000円）×１／２

(最高　28,000円）

○単身赴任手当を支給されている職員で、留

　巣家族の家賃を負担している者。

・上記により算出した額の1/2

（最高　14,000円）

支給実績（2年度決算） 1,612

支給職員１人当たり平均支給年額（2年度決算） 37,488

職員全体に占める手当支給職員の割合（2年度） 9.8

手当の種類（手当数） 5

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（2年度決算）
左記職員に

対する支給単価

防疫作業従事手当 防疫等作業に従事する職員 防疫作業に従事したとき 12 千円
１回　500円

※コロナ特例 日額3,000円～4,000円

行旅病人取扱手当 行旅病人の救護に従事した職員
行旅病人の救護に従事
したとき

0 千円 １件　800円

行路死亡人取扱手当
行旅死亡人の収容作業に従事し
た職員

行旅死亡人の収容作業
に従事したとき

0 千円 １件　1,500円

廃棄物処理従事手当

し尿処理施設、ＲＤＦ処理施設又はご
み焼却施設において、薬品管理、高
温危険処理機械管理、有害物環境
における業務に従事する職員

- 168 千円 月額　7,000円

保育所従事職員手当 保育業務に従事する保育士 - 1,432 千円 月額　2,000円

支給実績（2年度決算） 131,440

職員１人当たり平均支給年額（2年度決算） 299

支給実績（元年度決算） 143,719

職員１人当たり平均支給年額（元年度決算） 320

　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総
職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含
む。

国の制度 国の制度と 支給実績 支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （2年度決算） 平均支給年額

（2年度決算）

扶養手当

○扶養親族のある職員に支給。

同 54,949 千円 257,977 円

住居手当 同 29,146 千円 249,111 円
－
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○通勤のため、交通機関等を利用している職

　員又は自動車等を利用している職員に支給。

月額限度額

　　(交通機関の利用者) 上限55,000円

　　(交通用具利用者) 2,000円～34,700円

・有料駐車場加算 2,000円

○異動等によりやむを得ず配偶者と別居し、

　単身で生活する職員に支給。

・基本額 30,000円

・職員の住居と配偶者の住居との交通距離区

　分に応じた加算 8,000円～70,000円

（最高　100,000円）

○休日において正規の勤務時間中に勤務を

　命ぜられ、勤務した場合に支給。 －

・勤務1時間当たりの給与額×135%×時間数

○正規の勤務時間として午後10時から午前5

　時までの間に勤務する職員に支給。 －

・勤務1時間当たりの給与額×25%×時間数

○宿日直勤務を命ぜられた職員に支給。

・勤務1回につき 5,800円

・医師の勤務1回につき 13,800円

・応援診療1回2時間以内 2,000円

・応援診療1回2時間超 4,000円

○管理又は監督の地位にある職員のうちその

　職務の特殊性に基づき支給。

・部長(相当する職にある者を含む) 63,000円

・支所長 40,000円

・課長(相当する職にある者を含む) 37,000円

・室長(相当する職にある者を含む) 34,000円

○医師の職に新たに採用された職員に支給

・最高支給額 268,500円

※採用後35年以内の期間、採用からの経過

　年数に応じて減額支給。

○管理職手当支給対象職員が平日深夜、

　休日等に臨時又は緊急等の必要により

　やむを得ず勤務したときに支給。

・職員区分、勤務時間に応じ

2,000円～9,000円／回

通勤手当 異

交通用具
利用者：距
離に応じ
2,000～
31,600円
駐車場加
算：なし

47,346 千円 147,037 円

単身赴任手当 同 - 千円 - 円－

休日勤務手当 同 - 千円 - 円

夜間勤務手当 同 - 千円 - 円

473,652 円

宿日直手当 異

国の制度
・勤務１回に
つき
4,400円
・医師の勤務
１回につき
20,000円

- 千円 -

国の最高支
給額：
414,800円

- 千円 -

円

管理職手当 異

国の制度
俸給表別、職
務の級別等、
定められた額
を支給
本省課長
:130,300円
本省室長
:94,000円
府県単位機関
の部長
:72,700円

21,788 千円

円

管理職特別勤務手
当

異

国の制度
職員区分、
勤務時間に
応じ
3,000円～
18,000円／
回

- 千円 - 円

初任給調整手当 異
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５　特別職の報酬等の状況（令和３年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

         勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

６　職員の任免及び職員数に関する状況

　(1) 職員の採用状況（令和2年4月1日～令和3年3月31日） （単位：人）

区 分 給 料 月 額 等

給

料

（参考）類似団体における最高／最低額

市 長 860,000 950,000 431,000

副 市 長 700,000 780,000 420,000

報

酬

議 長 410,000 545,000 230,000

副 議 長 355,000 474,000 200,000

議 員 325,000 442,000 180,000

期
末
手
当

市 長 　　（2年度支給割合）

副 市 長 4.45

教 育 長

議 長 　　（2年度支給割合）

副 議 長 4.45

議 員

退
職
手
当

市 長 給料月額×支給率(500/100)×勤続年数 17,200,000円 任期毎

副 市 長 給料月額×支給率(300/100)×勤続年数 8,400,000円 任期毎

備　　　　考

試 験 職 種 令和2年度採用者数 令和元年度採用者数

市
長
事
務
部
局
等

一般事務 17 9

技師 1 1

保健師 1 3

教育委員会指導主事 2 1

教育委員会管理主事 1

計 22 14

西
城
市
民
病
院

医師 1 1

作業療法士 1

介護支援専門員 1 3

薬剤師 1

管理栄養士 1

看護師・准看護師 3 6

計 6 12

28 26
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　(2) 職員の退職の状況（令和2年4月1日～令和3年3月31日）

1 定年退職：地方公務員法第28条の2第1項の規定により離職すること。

2 勧奨退職：任命権者が人事管理上の目的から職員に退職勧奨を行い、これに応じて退職すること。

3 普通退職：自己都合により退職すること。

　(3) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

〔参考：人口1万当たり職員数 人〕

人〕

〔参考：人口1万当たり職員数 人〕

人〕

〔参考：人口1万当たり職員数 人〕

（注） １　職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、臨時職員又は

　非常勤職員を除きます。

　　　 ２　[     ]内は、条例定数の合計である。

区　　　　分
市長事務部局等 西城市民病院（医療職）

令和2年度退職者数 前年度退職者数 令和2年度退職者数 前年度退職者数

定年退職 5 17 2 2

勧奨退職

普通退職 16 21 2 3

分限免職 1

懲戒免職

失　　　職

死亡退職 1 1

合　　　計 22 40 4 5

　　　　　　　　　　区　　分
　部　　門

職 員 数 対前年
増減数

主な増減理由
令和２年 令和３年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議　　　会 6 6 0

税　　　務 21 21 0

総務･企画 133 133 0

労　　　働 0 0 0

農林水産 45 44 ▲ 1 業務調整による職員数減

商　　　工 17 17 0

土　　　木 48 48 0

民　　　生 100 100 0

衛　　　生 33 33 0

計 403 402 ▲ 1
117.52

〔類似団体人口1万当たり職員数 80.99

教　　　育 36 35 ▲ 1

警　　　察 0 0 0

消　　　防 0 0 0

小　計 439 437 ▲ 2
127.75

〔類似団体人口1万当たり職員数 104.3
公
営
企
会
業
計
等
部
門

病　　　院 80 81 1 看護・リハビリ等医療体制の充実

水　　　道 17 17 0

下  水 道 10 9 ▲ 1 業務調整による職員数減

そ  の  他 33 33 0
小　計 140 140 0

合　　計
579 577 ▲ 2 168.67

[    847    ］ [    847    ］ [  0  ］
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(4) 年齢別職員構成の状況（令和３年４月１日現在）

　

(5) 職員数の推移

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

      ２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

７　公営企業会計職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況
    ア　決算

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費は含まない。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、令和3年3月31日現在の人数である。

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

職員数
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

1 25 47 52 46 57 65 87 65 82 38 12 577

（単位 ： 人・％）

　　　　　　　　　年　　度

部門別
28年 29年 30年 元年 ２年 ３年

過 去 ５ 年 間

の 増 減 数 （ 率 ）

一般行政 423 423 421 413 403 402 ▲ 21 （▲ 5.0%）

教育 38 37 37 36 36

439 437 ▲ 24

35 ▲ 3 （▲ 7.9%）

140 8 （6.1%）

普通会計計 461 460 458 449

591 583 579

（▲ 5.2%）

公営企業等会計計 132 131 133 134 140

577 ▲ 16 （▲ 2.7%）総合計 593 591

区分 総費用 　純損益又は実 職員給与費    総費用に占める （参考）

　質収支    職員給与費比率 　元年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ 　める職員給与費比率

％　

1,003,601 87,593 126,907 12.6 13.2

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考 ）市 町村

2年度
　　　　千円 千円　 千円　 ％　　　　

千円 千円 千円

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

24,406 98,848 5,815

　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

2年度
人 千円 千円 　　　　　千円

6,04517 61,644 12,798

0%
2%
4%
6%
8%
10%
12%
14%
16%
18%

構成比

５年前の構成比

%
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イ　特記事項
平成17年3月31日合併。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　特殊勤務手当（令和３年４月１日現在）

イ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　 １　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

ウ　その他の手当については、一般行政職と同じです。

　(2)　病院事業

  　① 職員給与費の状況

    ア　決算

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、令和3年3月31日現在の人数である。

イ　特記事項

平成17年3月31日合併。

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基　本　給 平均月収額

庄原市(一般行政職) 42.2 326,956 512,748

市町村平均(水道事業) 45.3 335,096 502,816

水道事業会計 42.2 314,972 484,552

支給実績（2年度決算） 132 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（2年度決算） 22,000 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合（2年度） 35.3 　％

手当の種類（手当数） 1

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（2年度決算）
左記職員に

対する支給単価

水道事業従事手当
水道課工務係、浄水係、東城水
道室に所属する職員

水道業務 132 千円 月額2,000円

支給実績（2年度決算） 5,782

支給職員１人当たり平均支給年額（2年度決算） 287

支給実績（元年度決算） 4,588

支給職員１人当たり平均支給年額（元年度決算） 270

２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総
職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含
む。

区分 総費用 　純損益又は実 職員給与費    総費用に占める （参考）

　める職員給与費比率

　質収支    職員給与費比率 　元年度の総費用に占

％　

1,342,204 84,759 817,962 60.9

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

2年度
　　　　千円 千円　 千円　 ％　　　　

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

42.0

2年度
人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

326,925 75,192 121,630 523,747 6,466

　　　給与費 　　B/A

81
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② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況

ア　地域手当（令和３年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

イ　特殊勤務手当（令和３年４月１日現在）

ウ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　 １　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

エ　その他の手当については、一般行政職と同じです。

８　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(1) 職員の勤務時間（一般職の標準的なものを記入）

（注） １　休憩時間：職員が勤務時間の途中において，勤務から解放され，自己の時間として自由に利用することが保障されている

　　　　　時間であり，労働基準法に準拠しているもの。

２　休息時間：一定時間の勤務を続けた場合の軽い疲労を回復し，職務能率の増進を図ることを目的として，条例・規則に基

　　　　　づき正規の勤務時間中に付与されるもの。

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

庄原市(一般行政職) 42.2 326,956 512,748

病院事業会計 43.4 338,113 539,406

支給実績（2年度決算） 8,747

支給職員１人当たり平均支給年額（2年度決算） 1,345,666

支給対象職員 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

医師 15 7 広島市で勤務する職員10

支給実績（2年度決算） 7,319 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（2年度決算） 155,723 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合（2年度） 48.1 　％

手当の種類（手当数） 3

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（2年度決算）
左記職員に

対する支給単価

夜間看護業務手当
病院に勤務する看護師、准看護
師、介護補助者及び介護福祉士

勤務の一部又は全部が
深夜において行われる
看護業務

6,809 千円
勤務の区分により
2,200円又は2,800円

病院救急業務従事手当
病院に勤務する医師、技師、看
護師、准看護師等

病院の救急業務に従事
する職員

89 千円

医師の場合2,000円
又は4,000円/回。医
師以外の場合、300
円～1,200円/回

新型コロナウイルス感染
症対策従事手当

病院に勤務する医師、技師、看
護師、准看護師、介護福祉士、
事務等

新型コロナウイルス感染
症の患者若しくはその疑
いのある者の診察等に
従事する職員

421 千円 日額3,000円～4,000円

支給実績（2年度決算） 8,561

支給職員１人当たり平均支給年額（2年度決算） 126

支給実績（元年度決算） 9,095

支給職員１人当たり平均支給年額（元年度決算） 136

２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総
職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含
む。

１週間の
勤務時間

開始時刻 終了時刻 休憩時間 休息時間
備　　　　　考

38時間45分 8:30 17:15 12:00～13:00 なし
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(2) 年次有給休暇の取得状況（令和２年１月１日～令和２年12月31日）

(3) 時間外勤務及び休日勤務等の状況（平成31年４月１日～令和２年３月31日）

（注）  １　「時間外・休日勤務総時間数」は，当該年度中の時間外勤務等の総時間数

　　　　 ２　「職員一人当たりの時間外・休日勤務月平均時間数」は，「時間外・休日勤務総時間数」を対象職員（管理職を除く）

　　　数で除したもの

(4) 特別休暇等の状況（令和３年４月１日現在）

総付与日数 総取得日数 全対象職員数 平均取得日数 消化率

A Ｂ Ｃ Ｂ／Ｃ　％ Ｂ／Ａ　％

13,267.0 3,540.1 340 10.4 26.7

時間外・休日勤務総時間数
　　　  職員一人当たりの

時間外・休日勤務月平均時間数

71,406 15.6

休暇の種類
付与日数 有給・無給 国の制度

国の制度と異なる内容
・期間等  の別 との異同

選挙権その他公民としての権利の行
使

必要と認められる期間 有給 同

裁判員、証人、鑑定人、参考人等とし
ての出頭

必要と認められる期間 有給 同

所轄庁の事務又は事業の全部又は
一部の停止

必要と認められる期間 有給 異 国は、制度なし

職員が骨髄移植のための骨髄液の
提供者となる場合

必要と認められる期間 有給 同

職員が災害、福祉に関するボランティ
ア活動に参加する場合

暦年で５日以内 有給 同

職員が結婚する場合 ７日を超えない期間（週休日、休日等を除く） 有給 異 国は、５日以内

産前休暇 出産予定日前８週間以内で申し出た期間 有給 異 国は６週間

産後休暇 出産の日の翌日から８週間 有給 同

妊娠中等の期間に保健指導、健康
診査を受ける場合

妊娠満23週まで：4週間に1回、24～35
週：2週間に1回、36週～出産まで：1週間
に1回、出産の日後１年：１回　　その都度
必要と認められる時間

有給 異 国は、制度なし

妊娠中の女性職員の通勤緩和の場
合

勤務時間の始め又は終わりにおいて、１
日１時間以内

有給 異 国は、制度なし

女性職員の生理の場合
２日を超えない範囲内において、その都
度必要と認められる時間

有給 異 国は、制度なし

生後１年に達しない子を育てる職員
が授乳等を行う場合

１日２回それぞれ45分以内の期間 有給 異 国は、各30分以内

職員の妻が出産する場合 ２日以内 有給 同

職員の親族が死亡した場合 親族に応じ１～７日間 有給 異 国は、曽祖父母なし

職員の父母等の追悼行事の場合 １日以内 有給 異 国は、父母のみ

夏季休暇 ７～９月までで３日以内 有給 同

災害により現住居が滅失、損壊した
場合

７日の範囲内の期間 有給 同

災害、交通機関の事故等により出勤
が困難な場合

必要と認められる期間 有給 同

災害時において退勤途上の危険を
回避する場合

必要と認められる期間 有給 同
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９　職員の休業に関する状況

(1) 休業の取得状況（令和２年４月１日～令和３年３月31日）

（注） 表中上段は令和2年度に新規取得した人数、下段は令和元年度以前から引き続き取得した人数。

１０　職員の分限及び懲戒処分の状況

(1) 分限処分者数（令和２年４月１日～令和３年３月31日） （単位：人）

（注） 表中上段は発令件数、下段（　）内は実人数。

(2) 懲戒処分者数（令和２年４月１日～令和３年３月31日） （単位：人）

（注） 「訓告等」とは，事件当事者又は監督者に対して訓告，厳重注意などの実質的な制裁を伴わない矯正措置をいいます。

　　 　　

小学校就学前の子の看護をする場合
暦年で５日以内（小学校就学前の子が
２人以上の場合は10日）

有給 同

負傷、疾病、老齢により2週間以上日常
生活に支障がある者を介護する場合

暦年で５日以内（要介護者が２人以上の
場合は10日）

有給 同

運転免許の更新をする場合 ４時間以内 有給 異 国は、制度なし

能率増進計画の実施 ３日の範囲内の期間 有給 異 国は、制度なし

短期人間ドックを受検する場合 １日以内 有給 異 国は、制度なし

病気休暇
職員の負傷又は疾病のため療養するた
めの必要最小限の時間

有給
(90日まで)

同

介護休暇
介護のため必要と認める３回を超えず、か
つ、通算して６月を超えない範囲内で指
定する期間

無給 同

組合休暇 暦年で３０日以内 無給 異 国は、制度なし

育児休業 部分休業

男性職員
4 1
- -

女性職員
8 3
5 2

区　　　　　　　　　　　分 降任 免職 休職 降給 合計

 勤務実績が良くない場合
地公法第28条

0
第1項第1号

 心身の故障の場合

地公法第28条
32

（10）
32

（10）
第1項第2号

第2項第1号

 職に必要な適格性を欠く場合
地公法第28条 1

（1）
1

（1）第1項第3号

 職制，定数の改廃，予算の減少により地公法第28条
0

 廃職，過員を生じた場合 第1項第4号

 刑事事件に関し起訴された場合
地公法第28条

0
第2項第2号

 条例で定めた事由による場合
地公法第27条

0
第2項

計
1

（1）
0

32
（10）

0
33

（11）

区　　　　　分 戒告 減給 停職 免職 合計 訓告等

法令に違反した場合
地公法第29条

1 1 0
第1項第1号

職務上の義務に違反し 地公法第29条
0 1

又は職務を怠った場合 第1項第2号

全体の奉仕者たるにふさわ 地公法第29条
0 0

しくない非行のあった場合 第1項第3号

計 0 0 1 0 1 1
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１１　職員の服務の状況
(1) 公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（以下「派遣法」という。）

  に基づく派遣の状況 （令和３年４月１日現在）

(2) 営利企業等の従事許可の状況（地方公務員法第38条関係）
(令和２年４月１日～令和３年３月31日)

（注） 営利企業等の従事とは，営利企業及びその他の団体の役員等への就任・従事すること，自ら営利を

目的とする企業を営むこと等をいいます。

１２　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

(1) 職員の研修の状況

　①　研修に関する基本方針の策定（地方公務員法第39条第2項）

　②　研修の実施状況（令和２年４月１日～令和３年３月31日）

(2) 職員の人事評価の状況（地方公務員法第40条）

　①　人事評価の実施状況（令和２年４月１日～令和３年３月31日）

派遣形態根拠 法　　人　　名
派遣職員数（人）

役員 職員 合計

職
員
派
遣

民法法人

（派遣法第2条第1項第1号） 一般社団法人庄原観光推進機構 2 2

一般地方独立行政法人

（派遣法第2条第1項第2号）

特別の法律で設立された法人

（派遣法第2条第1項第3号）

地方自治法に基づく連合組織

（派遣法第2条第1項第4号）

小　　　　計 0 2 2

退
職
派
遣

特定法人

（派遣法第10条）

小　　　　計 0 0 0

合　　　　　　計 0 2 2

区　　　分 件　　　　数 備　　　　考

許可件数 2

策定の有無 策定時期

有 平成20年３月

機関別研修
令和2年度 令和元年度

備　　　　　考
参加者数 参加者数

ひろしま自治人材開発機構 111 151

市町村職員中央研修所 0 1

全国市町村国際文化研修所 0 0

総務省自治大学校 0 0

その他の研修 252 634 集合型研修，自己申告研修，メンタルヘルス研修，人権啓発研修等

計 363 786

実施の有無 導入時期

有 平成27年4月1日
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②　人事評価の活用分野

１３　職員の福祉及び利益の保護の状況
職員の福利厚生事業の状況（令和２年度）

１４　勤務条件に関する措置の要求の状況

１５　不利益処分に関する審査請求の状況

活　　用　　分　　野 活　用 未活用

　　　　任用管理

昇任・昇格 － －

配置換 － －

降任・免職 － －

　　　　人材育成 ○ －

給与上の処遇

特別昇給 － －

普通昇給 － －

勤勉手当 － －

事業名 内容

健康診断事業 一般健康診断、特定業務健康診断、短期人間ドック、保健指導事業

メンタルヘルス対策事業 ストレスチェックの実施、職員メンタルヘルス研修、メンタルヘルスカウンセリング、衛生委員会活動の充実等

R2/3/31現在 R2/4/1～R3/3/31 R2/4/1～R3/3/31 R3/3/31現在

継続件数 措置要求の件数 終結件数 継続件数

A B C (A+B-C)

C (A+B-C)

0 0 0 0

R2/3/31現在 R2/4/1～R3/3/31 R2/4/1～R3/3/31 R3/3/31現在

0 0 0 0

継続件数 審査請求の件数 終結件数 継続件数

A B
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